



は じ め に
第 1章 ケース・スタディ：こんにゃく入りゼリーによる窒息死亡事故
第 2章 エビデンスに基づかない政策形成の規定要因
お わ り に
は じ め に
イギリス・ブレア政権が 1999 年に公表した白書「政府のモダニゼーション」





















































































労働省が 2005（平 17）年 8 月に公表（2006〔平 18〕年 10月改訂）した「農林水





















しば取り上げられてきた。実際に，1995（平 7）年 7月以来少なくとも 22件の
窒息死亡事故が発生している（図表 4）。そこで，麻生太郞・内閣総理大臣（当
時）は，食品安全委員会に対して「こんにゃく入りゼリーを含む窒息事故の多






























）第 171 回国会・衆議院消費者問題に関する特別委員会議事録（2009（平 21）年 3 月 25 日）。
野田大臣による同趣旨の発言として，参照，第 171 回国会・衆議院消費者問題に関する特別委
員会議事録（2009（平 21）年 4月 2日）。
図表 4 こんにゃく入りゼリーによる窒息死亡事故
窒息死亡事故発生月 年 齢 調査・公表媒体
1995 年 7 月 1歳 6ヶ月 国民生活センター
1995 年 8 月 6歳 国民生活センター
1995 年 12 月 82歳 国民生活センター
1996 年 3 月 87歳 国民生活センター
1996 年 3 月 68歳 国民生活センター
1996 年 3 月 1歳 10ヶ月 国民生活センター
1996 年 6 月 2歳 1ヶ月 国民生活センター
1996 年 6 月 6歳 国民生活センター
1999年 4月 41歳 国民生活センター
1999年 12 月 2歳 国民生活センター
2002 年 7 月 80歳 国民生活センター
2005 年 8 月 87歳 国民生活センター
2006 年 5 月 4歳 国民生活センター
2006 年 6 月 79 歳 国民生活センター
2006 年 10 月 6歳 毎日新聞
2007 年 3 月 7歳 国民生活センター
2007 年 3 月 7歳 厚労省
2007 年 4 月 7歳 国民生活センター
2007 年 10 月 68歳 厚労省
2008 年 4 月 75歳 警察庁
2008 年 5 月 87歳 警察庁
2008 年 7 月 1歳 9ヶ月 国民生活センター
出典：毎日新聞 2008（平 20）年 10 月 26 日朝刊 30面をもとに筆者作成




（平 21）年 6月 10 日〜2010（平 22）年 3月 10 日）及び意見公募手続（実施期日：
2010（平 22）年 3月 25 日〜4 月 23 日）を経て取りまとめられた。その間には，





















後の 2010（平 22）年 6月 11 日の記者会見において，答申内容について以下の
ように述べている。
「こんにゃくゼリーの危険性については，普通の食べるもちとあめとの間ぐらい









































ていた「食品 SOS対応プロジェクト会合」（2010（平 22）年 3月 24日，5月 28


























































































この仮説は，消費者庁の設置（2009（平 21）年 9月 1 日）が，民主党への政
権交代とほぼ同時期であったことと整合的な仮説である。例えば，福島瑞穂・



























品による窒息事故（案）」（2010（平 22）年 1月 13 日）が公表されているが，
これに対する福島からのコメントはなされていない。
また，福島の後任である荒井が在任中（在任期間：2010（平 22）年 6 月 8 日
エビデンスに基づかない政策形成？（原田 久）
213（74）
17）福島・内閣府特命担当大臣記者会見（2010（平 22）年 1 月 8 日），http://www.caa.go.jp/
action/kaiken/fukushima/100108d_kaiken.html
〜9月 17 日）に行った記者会見（合計 24回）において，記者との質疑応答に先
立ってこんにゃく入りゼリーの規制問題に積極的に言及したことは一度もな
い。しかも，荒井が在任中に，上述した食品安全委員会による「答申」（2010
















というものである20)。Carpenter & Krause（2012: 26）によれば，ここでいう
「組織レピュテーション（organizational reputation）」とは，「様々な人からなる























































































































（平 21）年 8〜9 月からこんにゃく入りゼリー問題が落ち着きを見せた 2011
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